











賃金所得に機能的に分配する場合に影響を与える要因となっているO L. L. 
Pasinetti分配モデ、ルで、は Kaldor分配モデ、ルの接近方法を利子所得を用いて補
完し，財産形成と財産分配に関する財産政策の長期的見解を示しているO A. 
Stobbe, P. P. Chang, G. Bombach, J. Kromphardt, L. Kowalski, W. J.Muckl, 
h在.Neumann, A. C. Chiang, A. Maneschi, K. L. Gupta, E. Forsterなども
財産形成と財産分配に関する財産政策の接近方法を示しているO これらの接近
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teilung, 1962, s. 69-91. Chang, P. P., "Rate of Profit and Income Distribution 









Studies, Vol. 31, 1964, pp. 103-105. Bambach, G.’”Die verschiedenen Ansatze der 
Verteilungstheorie“， in Schneider, E. (hrsgふEinkommensi幼‘teilungund technischer 
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nsverteilung“， Zeitschrift fiir die gesamte Staatswissenschaft, Bd. 127, 1971, s. 744 
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(4) Helmstadter, E.’”Vermるgensbildungund Einkommensverteilung bei Inflation, 
Zwei Bemerkungen iiber den Zusammenhang einiger strategischen GrるBen“， in
Bambach, G., Frey, B. S. und Gahlen, B. (hrsg.), Neue Asρekte der Verteilungst・ 


























にー SLαM’WR I-e一（WR+WP)t (3~ Mt一一＿！＿＿ M’＝ t-Vi -s(WR+ WP) 
（拭では M'WR／（叫 WP）であるから， Mtく乎であるo すなわち，物
的財産の名目価値に占める労働者の貨幣的財産分配率 Mtは総貯蓄Sに占め
-50ー


























(5) Frey. B. S., ,,Bericht iiber die Diskussion zum Referat E. Helmstiidter", in Bo-























(6) 次の文献に負うところが大きい。 Moore,B. J.，“The Pasinetti Paradox Revised”， 
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第5に，実質国民所得の成長率 WRとインフレーション率〈価格上昇率） WP 
はともに一定であると仮定する。
モデ、ルの体系は次の通りである。
(6) Yt =Gt+Lt 
(7) Gt =G~ +Gt 
(8) Yf＝（α1＋α2)Yt，αl，α2>0 
(9) Y~ ＝｛ l ー〈α1 ＋α2)}Yt
(10) Gf =SL 日Y0eiL
+sRa2P0Y0eiR公川M 吋
(1) G~ =SG{l一（α1＋α2）｝九Y0eiq : eCW印叫
ω 只＝《Y0eC附一d) e仰 ＋d）味，戸山
ここで、， Ytは今期の t実質国民所得， Gtは今期の貨幣的財産， Ltは今期の賃







長率， WPは価格上昇率， Viは今期の物的財産， dは物的財産の減価償却で







このモテ、ルは， 式7，変数7 (Gt, Lt, G~ ， Gt, yt, Y~ ， Vt）であるか
ら，完全な体系が成立する。 Yt， αl ， α2• s, S(}, SR, SL, P，。 Y0, iG, iR, iL, 
WR, WP, d はし、ずれも一定であるO
労働者の貨幣的財産の増加は側式から次式のようになる。
(13) Gf =sLa1P0Y0eiイ； e仰 ＋WP-iL)rdz-
+sRα Y0eiRt J；仰
r，才〈防TR+WP-tr.〕r、t
=SLα1 Pn YnetLtj v一一一－ ;: I 
' v v ' WR十 WP-tL )0 
( p（日TR+WP-tn〕7:l t 
十SRαzP。YoeiRtl v uT , nT ; I 
' WR+WP-tR ノO
rxr ( 1-eCtL-WR-WP)t . 1-eCtR-WR~ WP)t) 
=P。Yoe(WR+ j f l 1 WR十WP-iL I Rα2 WR十WP=:z;;-j
資本家の貨幣的財産の増加は， ω式から次式のようになる。
(1~ G~ ＝勾｛ 1 ー〈α1 ＋αz)}PoYoeiatJ: eCWR＋附 －i(})Tdz-
=SG{l－（αl十αz)}Pa Yaeiat〔~二ご〕；
1 -p(ta-WR-WP〕t






















I SG{lー（α1＋α2)}(WR+ WP-iL) (WR+ WP一日〉





① 実質国民所得が成長率 WRにもとづいて増加するときには， 3つの利子






















t - Vt - s(WR+ WP-iL)(WR十WP-iB){l-e一（WR+d)t}
G’＝ {1-e<tL-WR-WP)t} , G”＝ {1-e(tR-WR-WP)t} 
( {sLα1(WR+W~一日〉十SRα2(WR十 WP-i_i;)}(WR+d) 
I s(WR十WPー な）（WR十WP-iR)





t -Vt - s(WR+ WP-i11){1-e一（WR+d)t}
( S9{lー（αl十α2)}(WR+d) I i1くWR十WP
Lim M~ ＝！ s(WR+WP-i9) 





しかし， (19）式の分子の WR十dが分母の WR十WP-iRと WR+WP-hより
も大きいとき，すなわち， d>WP一日C>O),d>WP一日C>O）のときには， Mt
は次式のようになる。
αI (WR+d? SRα2(WR十d) SLα1+SRα2 (2) MLー








すなわち， d>WP-iG のときには， M~ は次式のようになるo
SG{lー（α1＋α3)}
(24) M~＞ s 
逆に，インフレーションが存在しなければ，次式のようになるであろう。
。 ??




(17）式において Oくらく句く匂くWR+WPのとき， limQt=q とすれば， SG， αl•
αa>O, 1ー〈αl十α2)>0であるから，




(28) ()q (WR十WP-iG){sLα1(WR+WP-iR)+sRα2(WR+WP-h)} 








一 一一一一＞OosL - s(WR十WP-iL)
()mL α2(WR+d) 
>O osR - s(WR+ WP一日〉
(JmL (WR+d){sLα1(WR十WP-iR)+sRα2(WR十WP-iL)}







ω式において Oく匂くWR十WPのとき， limM~ ＝mG とすれば，
ωδm<1 (WR+d){l ー（αl~α2)}一一一 〆 >O asG - s(WR+WP-zG〕
m<1 SG(WR十d){lー（α，＋α2)}
側 一一一一 、 くOs2(WR+ WP-iG) 
資本家の貯蓄性向 S（｝ が上昇すれば，物的財産に占める資本家の貨幣的財産
分配率 M~ の極限値を示す財産分配率 m<1 は上昇する。マクロ経済の貯蓄性
向sが上昇すれば， m<1は低下する。
































配率 Mfを取り上げれば， WR=4%, WP=3%のときには， Mfは10年後











(7) Gahlen, B., a. a. 0., s. 496. 
(8) Phillips, A. W., 
























Vol. 25, 1958, pp. 283-294.この文献に関連した内外の文献は多数存在しているが，
ここではそれらを示さず割愛している。
(9) Pitchford, J. D., A Study of Cost and Demand Inflation, 1963, pp. 67-86；久











ある。 Pfromm,H.-A., Eink01πmensρolitik und Verteilungskonflikt, 1975. 
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